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I. はじめに一ー「適正表示」と「規範準拠性」の関係について
監査報告書は，財務諸表の提供する情報が真実な実態を示すものであるか
どうかを，外部に伝達する手段であり，そのことによって，利害関係者に対
し，有用でありかつ合理的な期待を与える機能を持つ。
監査報告書の具体的な機能については，①意見表明の機能，と②情報提供
の機能，の二つが論じられているが，ここでは，専ら，意見表明の問題につ
いて取り上げて諸般のご教示を仰ぎたいと考えている。
さて，現在，世界の有数の国々の法定監査において使用され，外部に提示
される監査報告書は短文式である。その形式は，意見区分と範囲区分（とき
に中間区分が含まれる）に別れているのが普通である。ここでは，言うまで
もなく意見区分に係わる問題について取り上げることとなるだろう。
ところで，この意見区分の内容を分解してみると， それは， ① 「適正表
示」（我が国における総合意見の表明）と，③「規範準拠性」（我が国におけ
る個別意見の記載）の確認，という二重構造からなっている，ということが
できるのである。監査意見の構造は，最初の段階において，財務諸表が法律
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や会計の諸基準に準拠して作成されているかどうかを確認した上で，後の段
階としてそれが企業の実態を示すものであるかどうかを表明する，という二
つの過程を経ることになっている。ここでは，このような監査意見の二重構
造をなす「適正表示＝総合意見」を上位原則に， 「規範準拠性＝個別意見」
を個別原則として位置付けておく。ここに提起する課題とは，この「適正表
示」と「規範準拠性」とはどの様な関係を持ち，どのような意味の違いを有
するものであるのか，を問うことにある。
監査は，会計の目的を助長し，情報の提供を促進し，これを通じて行う利
害関係の調整や，生じるかもしれない利害関係者の損害を防止すること，す
なわち究極的には会計の利用者である利害関係者を保護することを目的とし
ている。このような監査の目的に呼応して，監査報告書もまた，最終的な結
論において，総合意見として財務諸表の適正性に対する見解を述べるのであ
る。このことは，取りも直さず，監査意見の上位原則として位置づけられる
総合意見としての適正表示こそ，監査人が第三者である利害関係者に対して
責任を果たすことのできる唯一の証言である， ということができるであろ
う。
さて，この適正表示という上位原則が，監査報告書に記載すべき最も重要
な結論であるとするならば，規範準拠性という個別原則は，適正表示を導き
出すための前提条件であるといえる。監査人が専門家としての立場において
会計の適否を判断できるためには，適否を判断するための規範が確立してい
なければならない。ここに規範とは，会計慣行や公準によって支えられ，一
般の合意が得られた標準的な会計処理の原則および手続きを示すところの
「企業会計原則」を始めとして，会計実務家によって確立された慣行や，会
計専門家の組織・団体によって編成された意見書を含み，また商法のような
会計に関する法律があれば，その規定も当然に含まれる。
監査意見において，総合意見としての「適正表示」に到達するためには，
被監査対象である企業の会計が適切な記録・処理の原則および手続きに準拠
しており，さらに利用者に誤解を与えないような表示に関する原則を守って
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いるという，「規範準拠性」の遵守の程度を証明しておかなければならない。
監査意見は，このように，まず「規範準拠性」の遵守の立証を果たすことを
経るのでなければ， 最終結論である「適正表示」に到達することができな
い。
もし，監査の目的を，「抽象的， 一般的目的」と「具体的， 個別的目的」
とに分けることが可能であるならば，前者の目的は，被監査対象に直接・間
接に利害を現に有しているもの，或いは何らかの立場からであれ関心を有し
ているもの，または将来においてそのようにあろうとするもの全てにとっ
て，被監査対象の開示する財務情報が，真実である旨を明確に証言すること
を目指しているところの，利用者にとっては合理的で利用性を持った価値概
念であるということができる。この監査目的を，監査意見に具体化して表現
するならば，それは「適正表示」の文言となるであろう。したがって，監査
意見の中に適正表示が用いられている場合には，社会通念上問われるような
不正や誤謬が，被監査財務諸表には存在していないことを示しているものと
考えられる。
つぎに，後者の具体的，個別的目的は，現実に施行される法律の目的に応
じてそれぞれの内容を異にすることになる。例えば，我が国の「証取法」の
監査であれば，その具体的目的は投資家の保護であり，会計の依るべき規範
となる個別原則は「企業会計原則」や「財務諸表等規則」である。また「商
法監査」であれば，その具体的目的は資本の維持や配当可能利益の計算に依
拠したところの現在株主・債権者の保護にあり， したがって会計の依るべき
規範となる個別原則は，会社法の「法令や定款」・「計算書類規則」や「公正
ナル会計慣行」などの遵守ということになる。またドイツにおける株式法監
査であれば，会計の依るべき規範となる個別原則は「商法」や「正規の簿記
の諸原則」の遵守である。さらにイギリスであれば，会計の依るべき規範と
しての個別原則は「会社法」や「会計基準」の遵守を挙げることができるだ
ろう。
ところで，現実に実施されている会計方式は，その企業体の経営状況を開
26(220) 第 36 巻第 3 号
示するに当たって，それが規制を受けるところの法律によって決定される。
例えば，証券取引法・商法・税法等の規制を受ける会計は，その法律の設定
する目的に応じて組み立てられる。すなわち，企業体は，それを規制する法
律が指定する会計の基準という「個別原則」に従って経営状況を開示するこ
とになる。その企業体が守るぺき会計の基準が，ときに「企業会計原則」で
あり，または「公正ナル会計慣行」なのである。監査が「具体的，個別的目
的」に応じて実施される場合，例えば証券取引法監査であれば，被監査企業
体の遵守すべき会計の基準は「企業会計原則」であり，監査人が表明するべ
き「具体的，個別的目的」としての監査意見は，会計の処理や開示が「企業
会計原則」という規範を遵守しているかどうかについて，先ず触れることに
なるであろう。その結果を受けて，財務諸表が財政状態と経営成績を適正に
表示しているかどうかを述べることになるのである。これが「適正表示」の
監査意見である。監査意見の二重構造は，このような意見表明の上下関係を
保つことによって完結するのである。
したがって，監査意見として，上位原則である「適正表示」と個別原則で
ある「規範準拠性」の遵守とは，理想的な状況の下では，監査意見としてな
んら相矛盾することなく，同一方向を示す筈である一財務諸表の作成が規
範に準拠していれば経営状況は適正に表示されており，規範に準拠していな
ければ適正表示をなしえないというように。
しかしながら，現実にあっては，上位原則と個別原則との間に乖離現象を
生じることが考えられる。適正表示の文言には「真実性」という価値概念が
含まれる。社会が要請し，かつ，一般が認めているところの通念は，時代や
環境に応じて絶えず変動を続けている。会計に対する社会通念もまた同断で
ある。したがって，社会の変化とともに適正表示の含意する「真実性」の持
つ意味や内容もまた変化していく筈である。その間にあって，法律や原則な
どの規範は，現実に直面して硬直性を保持しがちなことから，あるべき理想
標準としての真実性の目指している方向を見失い，時代とともに変革する社
会通念から乖離し始める。上位原則と個別原則との間に乖離を生じている場
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合に，それでは監査理論はどのような調整を図るぺきなのであろうか？
さて，上位原則と個別原則の間に乖離が生じている場合の解決方法としては
①現行の個別原則から離脱して上位原則を満足させるべき方式を求める一一
イギリス・オーストラリヤ方式（上位原則優位説）
③現行の個別原則を遵守するが上位原則との乖離の状況を何らかの方法に
よって開示する—現在のドイツ方式（個別原則優位説）
⑧個別原則が遵守されている限り上位原則も充たされている，すなわち両
者の原則の間には乖離は存在しないものと理解されている一~日本方式
（上位・個別原則同義説）
④個別原則のみ存在しており， したがって乖離現象は生じてこない—旧
ドイツ方式（上位原則不存在説），
などを挙げることができるであろう。
II. ドイツにおける（旧）監査意見の構造
そこで，この論考においては，まず， ドイツの旧法における監査意見の表
明と現行法におけるそれとについて，いくらかの解説を試み，その後で，我
が国の監査意見について問題点の提示を図りたいと考えている。
ドイツにおいて，法に基づく強制監査が始まったのは1931年株式法の発布
以降である。以後1937年， 1965年の改正が行われたが，その後EC会社法指
令の国内化を経て，現在は1986年新商法に基づいて監査の実施がなされてい
ることは周知の通りである。
さて， ドイツ商法の何度かにわたる改正のうち，監査制度についていえば
1931年において発足して以来，前回の1965年の改正に到るまで，それほどの
大きな変化は見られなかった。その点，今回のEC会社法指令の影響下に改
正された1986年商法にあっては，会計関係規定は言うに及ばず，監査関係規
定にもかなり大きな変化が見受けられた。その主要な監査規定の改正点を挙
げれば次のとおりである。
(1)監査対象会社を一般の利害関係者に影響を与える巨大会社に限定したこ
28(222) 第 36巻第 3 号
と。
(2)年度決算書への状況報告書の合致性についても監査対象としたこと。
(3)一定の規制を設けて宣誓帳簿監査人・帳簿監査会社にまで会計監査人を
拡大したこと。
(4)決算監査人の欠格事由を明確化し決算監査人の独立性の強化を図ったこ
と。
(5)内部用の監査報告書のみならず公示用の監査報告書の情報提供能力が高
められたこと。
(6)決算監査人の責任及び規定違反に伴う制裁措置を厳しくしたこと。
(7)資本会社の規模別規制によって，決算書の作成・公開・監査規制をきめ
細かく定めたこと。
(8)上記の規制を保証するための制裁措置が採られたこと。
などが挙げられるだろう。
注）
新商法においては，資本会社（株式会社． 株式合資会社， 有限会社）の財務諸表作
成，監査．公開に対する義務は．その規模別規制（貸借対照表総額，年間純売上高，
年間平均従業員数の3基準中，少なくとも 2基準を充足するかどうかという区別）に
よって，大・中・小会社に識別している。
中・小会社については，年度決算書の項目分類，公開．監査などにおいて緩和措置が
認められており，とくに，小会社に対しては，簡易な貸借対照表・損益計算書・附属
明細書の作成が認められ，決算監査人による法定監杏絲務の免除，さらに中会社に対
しては，簡易損益計算書の作成が認められ，附属明細書の記載事項の一部省略も容認
されている。
資本会社の規模別分類
年 度 決 算 書 I輝対D照M磁頴 1 年間D売M上高 従業人員数
資本会社
年度決算書
小会社 (§267Abs. 1商法） :,;:a. g百万 ~8百万 :;;:so 
中会社 (§267Abs. 2商法） >3.9~15.5百万 >8~32百万 51~250 
大会社 (§267Abs. 3商法） >15.5百万 >32.0百万 >2so 
（加藤恭彦「商法監査制度の成立基盤上」会計ジャーナル， 1987.3, 9頁より）
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決算監査人による法定監査についていえば，大・中会社がその対象とされるのである
が， 当面の施策として， 中規模有限会社（商法改正当時でその数約 15,000tl:)につ
いては，宣誓帳簿監査人にも監査権が与えられている。
監査に関する規定の改正のうち，ここでは監査報告書を問題にしているの
で，とくに監査報告書の中で表明される監査意見の，新商法において生じて
きた変容について検討することとする。
まず1965年株式法第 167条 1項の定めるところによれば，監査の結果，除
外事項の生じていない年度決算書については，決算監査人は「簿記・年度決
算書および営業報告書は，私の義務に従った監査によれば，法律および定款
に適合している」旨の文言を監査報告書に記載することが強制されている。
ここには，個別原則である「規範準拠性」への遵守の程度を記載することを
命じているだけであって，上位原則である「適正表示」に触れる必要を定め
てはいない。我が国流にいうならば，個別意見のみが存在しているのであっ
て，いわゆる総合意見は見当たらないといえるのである。
この極めて簡潔な文言を持つドイツ株式法の監査報告書の形式は1931年株
式法以降においても，その後， ドイツ会計監査人協会による見解表明や，商
法改正などいくらかの変遷があったにしろ，現行規定に基づく改正の生じる
までは， ずっと実質的な変更を加えられること無く継続されてきたのであ
る。
しかしながら，今回の改正によって 1986年新商法は，その第322条 1項に
おいて，監査の結果，除外事項の生じていない年度決算書については，決算
監査人は「簿記および年度決算書は，私の義務に従った監査によれば，法律
の規定に適合している。年度決算書•••…は，正規の簿記の諸原則に準拠し
て，当資本会社……の財産・財務および収益状態についての実態に適した写
像を示している。状況報告書…•••は， 年度決算書と合致している」と規定
し，旧法に対して大きな変更を加えたのである。
すなわち，旧法との著しい差異として，一つは，個別原則としての「正規
の簿記の諸原則」への準拠性の遵守，すなわち，ここで問題にしている，「規
30(224) 第 36巻第 3 号
範準拠性」の遵守という規定を追加したことのみならず，二つは，上位原則
としての「実態に適した写像＝真実かつ公正な概観」の表示，すなわち「適
正表示」をも記載するという形で，二つの概念が新たに付加されたことであ
る。
大陸法には関係のなかった「適正表示」の概念が，英米法において慣行と
して使用されていたことから， EC指令との調和化の過程における国際的な
一つの妥協として， ドイツ商法の中に取り入れられたという経緯は理解でき
るにしても，「実態に適した写像」という概念が監査意見の中でどう位置づ
けられるのか，つまりこの写像を明示するということが「法律規定」や「正
規の簿記の諸原則」への準拠となんら矛盾することなく併存可能なのかどう
か，についての（一応の解説めいた論考も皆無であるとはいえないにして
も），充分に説得的な論拠付けは目下のところ見当たらない。おそらくこれ
は時間を掛けた監査実践の過程で，さらに検討を加えざるをえない問題であ
ろう。
さて， 1965年株式法第149条に帰って，もう一度目を転じてみれば，株式
会社の年度決算書は「正規の簿記の諸原則」に合致しなければならないこ. . . . .  . . . 
とが謳われており， その結果，株式会社の財産と収益の状況への出来るだ
け確実な見通しを与える (einenmoglichst sicheren Einblick in die 
Vermogens-und Ertragslage der Gesellschaft geben) ことを義務づけ
ているのである。ドイツの会計法においては，この「正規の簿記の諸原則」
は法律規範であって，成文化された法律，例えば商法における具体的な評価
規定と全く同等の規制力を持つものと考えられる。ただし成文化された法
律と「正規の簿記の諸原則」の間の適用序列は，前者の規定が存在しない場
合にあって始めて後者の原則が考慮されることになる。産業や技術の発達に
伴い，新しい事態の出現により法規定の不備が生じてくるような場合に，こ
の原則は，法律の不備を補足する機能を持たされることになる。したがって
法規定の適用の順序は，最初に成文化された法規定が，その後で成文化され
ていない「正規の簿記の諸原則」が位置づけられる。
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ここで，再び旧株式法の監査報告書に戻ることとする。ここでの監査意見．．．．．．． 
では，「簿記・年度決算書および営業報告書は……法葎……に適合している」
という「規範準拠性」の遵守程度についてのみ記載されるのであって，屋上
屋を重ねて上位原則である「適正意見」を，さらに表明するということがな
い点については，すでに述ぺた通りである。この監査意見の中で述ぺられて
いる「法律」は，成文化された法規定と成文化されていない「正規の簿記の
諸原則」とを含んでいることは，前掲の旧 149条の規定により明白である。
この旧149条は年度決算書が「正規の簿記の諸原則」に適合して作成される
こと……かつ会社の財産および収益状況への確実な見通しを与えることを要
求しているからである。
論理的にいえば，決算書が「法律規定」および「正規の簿記の諸原則」に
適合して作成されている〔＝個別原則を充足）旨を，監査人が表明したなら
ば，その監査意見は，同時に会社の財産および収益状況への見通しについて
の意見〔＝上位原則を充足）を述べているのと同じ効果を与えていることに
なる。すなわち， ドイツでは，「法律に適合している」 と述べることが， 同
時に「会社財産と収益状況の見通しを与えた」ことであって，その二つの概
念の間には何らの乖離もなく矛盾もないとするのが一般的な解釈であった。
旧株式法の時代までは，監査意見を，上位原則すなわち「適正表示」と，個
別原則すなわち「規範準拠性」という二重構造的な概念としては捉えていな
かったため「法律に適合している」という簡潔な一つの概念のみで，決算書
の適正性を表示しようとしていたのである。
II. ドイツにおける（新）監査意見の構造
その後， EC会社法指令を国内化する1985.12.19の財務諸表指令法の制定
により，商法典を中心として株式法・有限会社法・開示法・所得税法その他
の法律が改正され，企業の会計報告を規律する法規制の枠組みに大きな変化
が見られるようになったのは周知の通りである。決算監査制度についても多
くの変革がなされたことは言うまでもない。今，ここに取り上げている監査
32(226) 第 36巻第 3 号
報告書に係わる問題も，大きな変化の中の一面を示すものと言えるだろう。
さて， 1986年新商法が交付されることになったが，監査制度のうち，監査
報告書とくに監査意見の記載に現れた文言は，［それまでとは大きく異なっ
たものといわざるをえないであろう。念のため，再度次に挙げておく。 こ
の新商法第322条 1項において， 監査の結果， 除外事項の生じていない年
度決算書については， 決算監査人は， 「簿記および年度決算書は， 私の義. . .. . . . . . . .
務に従った監査によれば，法律の規定に適合している。年度決算書……は，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
正規の簿記の諸原則に準拠して，当資本会社……の財産・財務および収益
・・・・・・・・・。・・・・・
状況についての実態に適した写像 (einden tatsachlichen Verhaltnissen . .. .  
entsprechendes Bild)を示している。状況報告書……は年度決算書と合
致している。」旨を記載しなければならない。
この規定に見られる「実態に適した写像」の表示は，この新法において初
めて用いられた文言であって，これはイギリス会社法にいう「真実かつ公正
な概観」 (trueand 1fair view)の観念を導入したものであり，改正法の各
所で使われている。
この観念がドイツ法に導入された一つの理由は， EC会社法指令において，．
財務諸表作成についての最高規範としてイギリスが強く主張したことの影響
をあげることができるだろう。しかし実態的な，もう一つの理由として，財
務諸表における情報開示への社会的な要請の拡大化が考えられる。世界の状
況は，時まさに情報の開示拡大の方向を辿っており，先進各国における会計
情報の開示要請は， ドイツの会計法改正に対しても強い影響を与えた。この
会計情報の開示拡大を取り上げるのは，ここでは筋道を外れるので省略する
が，監査に直接関係を持つ問題として， (1)附属明細書と， (2)状況報告書とに
ついての改正を挙げることができる。
(1)の附属明細書は，貸借対照表および損益計算書と一体化して作成される
よう要求されるとともに，その内容は一層拡充されて，①貸借対照表および
損益計算書作成にかかる会計方針，R外貨建て項目の換算基準，⑧会計方針
変更の場合の理由と影響，④偶発債務，⑥売上高の部門別および地域別表示
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など多岐にわたった記載を求められている。また， (2)の状況報告書は，営業
報告書から分離されるとともにその内容の充実を図り，とくに，①重要な後
発事象，R予想される会社の発展，⑧研究開発の状況の記載など，が求めら
れて監査の重要な対象となったのである。
このような会計情報の開示拡大要請は，同時に，監査報告書の情報提示機
能にも影響を与えて，その拡大化にも繋がっていく。産業構造の急激な発展
と，それに伴う会計処理への新たなる工夫・絶えざる会計方針の変更など，
提示すべき情報の急速な膨張の結果は，進行を続ける現実に対応しきれなく
なった法律や原則を硬直させ，保守化させていくことになる。法律や原則が
現実を正しく反映しないような状況が生じてくれば，とくに，会計は，真実
にして公正な概観を求められている限り，そこに何らかの手当てを施すこと
を求められる。過去の存在としての規範と今進行中の現実のあいだに乖離が
認められるとき，そのギャップを権威を持って埋めることのできるのは何
か，そのような場合に適正な判断を下すことを期待される権威こそ，独立性
を持った監査人なのではないか。
ドイツの新法は，監査意見のなかに，個別原則としての「法律および正規
の簿記の諸原則」の上に，上位原則としての「実態に適した写像」の伝達を
求めたのである。ところでこの新法での，法規定の適用の順序は，①成文化
された法律上の合法的な個別規定（資本会社における年度決算書の作成・開
示および監査についての法規定）と一般商人に適用される法規定，R成文化
されていない正規の簿記の諸原則，③実態に適した写像の伝達，であるとい
われている（黒田全紀・「ドイツ新会計法の問題点」企業会計 '8 Vol. 40 
No. 9 p. 52)。いいかえるならば，実態に適した写像の伝達は，法規定が存
在せず，さらに相応すべき正規の簿記の諸原則も存在しないときに始めて，
一般的な基準として参照されることになるのである。すなわち，その処理方
法が実態に適した写像の伝達であるといえる場合であっても，正規の簿記の
諸原則と矛盾するような方法の適用となる場合には， そのような処理方法
は，合法なものと認められないことになる（これに反して，イギリスにあっ
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ては，会社のすべての財務諸表において真実かつ公正な概観を与えない場合
には，法規定または会計基準から離脱する処理方法を採らなければならな
い，とされている）。
注）
191年イギリス会社法
第226条個別計算書の作成義務
(2)貸借対照表は会計期末の会社の業務の状況の真実かつ公正な概観を提供しなけれ
ばならない。そして，損益計算書は会計期間の会社の損益の真実かつ公正な概観を提
供しなければならない。
(5)特別の事情のために，上記要件の遵守が真実かつ公正な概観を提供するための要件
と矛盾するならば，取締役は真実かつ公正な概観を提使するために必要な限り，当該
規定から離脱しなければならない。
そこで，新法が規定した方式は，法規定または正規の簿記の諸原則を適用
すると，実態に適した写像を伝達できなくなる場合には，その事実を附属明
細書において追加的記載をなすように義務づけたのである。規範と現実の間
に横たわる矛盾あるいは乖離の事実を放置しては置けない状況を埋めるもの
として，監査報告書の情報提供機能の拡大が要請され，それに応える解決方
法として，「実態に適した写像」の伝達という形式が持ち込まれたのである。
イギリス流の，会計基準から離脱することによって，真実かつ公正な概観
の伝達を果たすのか，あるいはドイツ流の，附属明細書において，実態に適
した写像の説明を試みるのか，かたや直接的に，かたや間接的にであれ，ぁ
るいはかたや積極的に，かたや消極的にであれ，監査意見における「適正表
示」の表明は，時と場合に依っては，法や原則などの規範を越えて監査人の
専門家としての，責任ある判断の行使に期待する時代に，監査の世界も入ろ
うとしているかのようである。
なお，実態に適した写像から乖離している規範を遵守しなければならない
場合，たとえ附属説明書において，理由を付して説明しえたとしても，その
規範が現実の要請に適合しなくなっており，またそのような規範への遵守が
適正性を示すものでないことは明白である。今後， ドイツでは，イギリス流
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の，規範からの離脱方式を求めるようになるのか，頑固なゲルマン気質を貫
き通すのか，楽しみである。
IV. 我が国の監査意見にみられる二重構造の仕組
ここでは，我が国における監査意見の二重構造が持つ性格について検討し
てみたい。監査意見における上位原則としての「適正表示」の部分を，我が
国においては「総合意見」と呼び，個別原則としての「規範準拠性」の部分
を「個別意見」と呼び習わしてきた。
法定監査導入のために，監査基準が策定されていた当時，監査意見の二重
構造についての議論が幾ばくかは交わされていた。当時の権威ある大家の論
議についても，いささか参考にさせていただきた＜，ここでは，監査意見に
ついての上位原則を総合意見という言葉に戻し，個別原則を個別意見ないし
は個別的記載事項という言葉に戻して検討していきたい。
さて，我が国の「監査報告準則・三財務諸表に対する意見（一）」は， 監
査報告書のうち，意見区分についての記載は，通常の見解によれば，総合意
見と個別意見からなるものと考えられる。すなわと，三の日の中の， 1・2
および3の文節は，それぞれ個別意見または個別的記載事項などと呼ばれて
おり，ここには，監査の過程において発見され認識された事項について記載
される。その結果を受けた上で，監査人の最終的な見解を述べる必要から財
務諸表の適正性について，全般的観点において，総合意見を表明することに
なる。この個別意見と総合意見との関係については，以下のとおり，いくつ
かの見解が見られる。
注）
監査報告準則
三財務諸表に対する意見
H 個別財務諸表については，次に掲げる事項を示して，財務諸表が会社の財政状態
及び経営成績を適正に表示しているかどうかを記載しなければならない。
1 会社が採用する会計処理の原則及び手続が「企業会計原則」に準拠しているかど
うか
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2 会社が前年度と同一の会計処理の原則及び手続を適用しているかどうか
3 財務諸表の表示方法が，一般に公正妥当と認められる財務諸表の表示方法に関す
る基準又は法令に準拠しているかどうか
前各号の記載に関して重要な除外事項があると認められた場合には，当該除外事項
を明示し，かっ．それが財務諸表に与えている影響を記載しなければならない。
まず，飯野教授によれば， 意見区分には， 「質もしくは内容の軽重を全く
異にする二つの事項が記載されることになる。すなわち，一つは監査実施の
過程において発見もしくは個別的に判定を下した事項であり，いま一つは，
財務諸表全般についての意見，換言すれば監査に関する最終的意見が表示
されることになる「（飯野利夫「監査報告準則解説」昭和32年中央経済社71
頁）。
飯野教授によれば，個別意見の部分は，監査実施過程における個別的・部
分的に下した判定であって，財務諸表全般についての適否に関する意見表明
に到るために必要な過程を示すもの，と理解できる。したがって，表明すべ
き監査意見というのは，同教授の場合，明らかに総合意見のことを指してい
るのであって，意見形成の過程を示すこの個別的記載事項の部分について
。・・・
は，個別意見という言葉も使用されてはいない。したがって，教授の立場で
は，総合意見と個別意見との関係という形では，意見の問題はとりあげられ
ることはなく，最終的もしくは総合的な結論としての総合意見のみを監査意
見と理解されているように見られる。
さらに，久保田教授の見解によれば「監査報告書は，ただ一つの総合意見
を表明するために， 表明意見の『環境づくり』と「その総合意見の形成要
因』とを含めたところのオビニオン・レポートである」（久保田音二郎「監
査報告書の情報提供の機能」産業経理第26巻 6号）と述べられ，範囲区分は
総合意見の表明のための環境づくり，として意味を持ち，個別意見は総合意
見の形成要因として捉えられている。言い換えるならば，同教授は監査意見
とは，総合だとか個別だとかを区別できるようなものではなくて，総合意見
のみが監査意見であって，もし敢えて個別意見という言葉を使用するのであ
れば，それは総合意見としての，適正表示の構成要因についての（三つの）
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条件を充たしているかどうかを述べるに止まるものだと考えられる（久保田
音二郎「適正表示の監査」昭和47年中央経済社135~136頁）。
また，総合意見と個別意見とは，全く同じ内容について，異なった面から
表現しているものと理解する，中瀬・村山両氏の見解も見られる。両氏によ
れば，総合意見と個別意見は「果たして 2つの異なった意見であろうか。個
別意見を述べる場合と総合意見を述べる場合と，全く異質の，あるいは内容
の軽重の異なった意見を述べていると監査人は考えているのであろうか。
むしろ，この 2つの意見は同じことを異なった面から表現しているものと
理解したい。 3つの事項が妥当であると認めることは，財務諸表が適正に作
成されているということを認めるに他ならないのであり，総合意見の側から
見れば，個別的記載事項は財務諸表の適正概念を明確にするための記載とい
うことができよう」（中瀬・村山「証取監査要説」昭和42年中央経済社117
頁）と論ぜられる。
このことから，中瀬・村山両氏は，総合意見と個別意見との関係を，一つ
の事柄，すなわちこの場合は「監査人の意見」という事柄を裏と表からみて
区別して見るのである。総合意見が監査人の意見の抽象的発想であるとする
ならば，個別意見とは，監査人の意見の具体的表現であるということができ
るだろう。言い換えるならば，監査人が，具体的な判断形成としての個別意
見を記載しようとする場合は，すでに監査人の頭脳の中には，抽象的な判断
結果としての総合意見が何の矛盾も生ずることなく完成している訳である。
以上，幾つかの見解に触れて紹介したように，個別意見とは，総合意見に
到るための，意見形成の過程に過ぎず，両者は質も内容も全く異なったもの
とする見解＝飯野説 C意見唯一説〕， 総合意見の表明のための形成要因であ
るとする見解＝久保田説〔構成要因説〕あるいは個別意見は総合意見を明確
化するための同一概念＝中瀬・村山説 C表裏一体説〕などがあり，これらの
説が代表的な見解と考えられるだろう。
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v. 終わりに一一我が国の監査意見の二重構造における問題点
さて，前節で述べた，これらの見解は，それぞれの角度から，監査意見を
説明してはいるものの，実体的な把握ということになれば，それは一つの全
く同じ立場に立った見解であることが理解できる。
ここで，最初に提示した監査意見は，二重構造的な仕組みからなっている
という見解に立って，議論を戻したい。すなわち，この見解に立つならば，
我が国の総合意見は上位原則に，個別意見は個別原則に位置づけられること
になる。このような位置づけから出発することになると，前節において紹介
した三者の見解はすぺて，上位・個別原則同義説（個別原則が遵守されてい
る限り上位原則も充たされている，すなわち両者の原則の間に，乖離や矛盾
の存在する余地がないものと解釈する）に立脚していると考えることができ
る。個別意見とは，総合意見に到る過程に過ぎないものとして把握する飯野
説においても，総合意見の表明のための形成要因と分析する久保田説におい
ても，さらに表裏一体説を主張する中瀬・村山説においても，いずれの立場
であっても，個別意見と総合意見との間には，乖離が存在するという論理の
成立は不可能である。いずれにせよ，乖離の存在を予測しての議論はなされ
ていない。
それでは，総合意見と個別意見とは，果たして同質なのか，もしそうであ
るならば，なぜ両者は並列して記載しなければならないのか，あるいは実は
異質なのか，もしそうであるならば，我が国の場合，なぜ両者の間に乖離が
生じないのか。
我が国においては，総合書意と個別意見の間に乖離が生じた場合の処理方
式について論じられた形跡は，現在にしても，過去においても，殆どこれを
見出すことができない。それはすでに述べたように，総合意見と個別意見と
は同一の次元で論じられる，異句同義たる性格のものであって，両者を適用
するに当たっては，二者の間において，何の矛盾も乖離もありえない，とす
る説が流布されているからに他ならない。しかしそうであるとしても一つの
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疑問が生じることは否定することができない。もし両者が同一の概念である
ならば，簡明を是とする監査報告書に何故同一概念の言葉を繰り返し記載し
なければならないのか？ 両者が同一の内容を示すにも係わらず併存してい
る一つの根拠に，啓蒙的・教育的意義の存在を指摘することもできようが，
そのような役割は，存立を果たしていく理由とはなりえず，無意味となると
きがくれば，いずれ消滅していく運命にあるだろう。
そこで，もしも総合意見と個別意見とは，全く次元を異にした概念を持つ
ものと考えるならばどうなのであろうか。ここでは最終的な回答に到ること
はできないが，一つの示唆を提供しておきたいと思う。
検討の対象を，しばらく「企業会計原則」に移したい。その一般原則の冒
頭に「企業会計は，企業の財政状態及び経営成績に関して，真実な報告を提
供するものでなければならない」とある。いわゆる「真実性の原則」である
が，この真実性の原則は，我が国においては，つぎのように理解されるのが
普通である。すなわち，真実性の原則は，①企業の財政状態および経営成績
に関して真実な報告を要求する最高規範である，Rこの真実な報告を確保す
るためには，「企業会計原則」のうち，「真実性の原則」以外の他の諸原則に
準拠して会計処理および報告を行うこと，③他の諸原則に準拠して得られた
ものは， したがって真実なものと見なされること，などがその内容をなすも
のである。
換言するならば，真実性の原則とは，この原則を除いた，その他のすぺて
の企業会計原則の規定の遵守を要求する原則であり，または企業会計原則に
準拠して会計の処理および報告をすればそれを真実と見なす，原則なのであ
る。このような真実性の原則についての通説的解釈はただ堂々巡りに終わる
だけで，真実な報告が目指している本当の意味での結論を得ることはできな
ぃ。「企業会計原則の設定について」みると， 企業会計原則は， 実務の中に
慣習として発達したもののなかから「一般に公正妥当」という概念を導きだ
している。この「公正妥当」 という概念が， 「企業会計原則」の前提として
掲げられている限り， 「真実性の原則」は， この「公正妥当」に源流を求め
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なければならない。真実性を確保するということが，公正妥当の判断基準に
据えられているとするならば，「企業会計原則」は真実性について， 何らか
の価値概念を内包しているはずである。真実性とは，他の諸原則を遵守して
得られるものという解釈であるならば，真実性の原則を，あえて「企業会計
原則」の中に包含しなくても，他の諸原則さえ確立させておけば一向に構わ
ないはずであり，それらの諸原則だけで「企業会計原則」の真実性の存在が
保証されることになるだろう。そうであるならば，第一の原則といわれる，
この真実性の原則は， 「企業会計原則」の中から消去してしまっても何の支
障も生じないという解釈にさえ辿り着く。
〔閑話〕一横道に少し話を逸らしてみたい。
さて，ここに剣道という競技がある。二人の選手が対峙して，竹刀という
道具を使って勝敗を競うスポーツである。 この場合に，竹刀を持つこと無
く，無手での試合は認められていない。したがって，お互いに竹刀を使用す
ることが，大前提となっている。
いま，一人の選手がいて，それぞれ重さや長さの違う竹刀を 6本を持ち，
さらに「真実丸」という愛用の日本刀を一振り持っている。彼が試合に臨む
ときは，この 6本の竹刀を使い，居合の稽古をするときは， 「真実丸」を使
用している。
ところで，この 6本の竹刀は，それぞれ特徴を持ってはいるが，これは，
試合や稽古の場合に使用されるものであって，真剣の勝負をする場合に，こ
れを束ねて丈夫にしたからといって，刀に代わって人を斬ることは決してで
きるものではないのである。竹刀は何本集まっても日本刀になることはでき
ない。
スポーツである剣道の試合の場合には，日本刀は使われることはなく，常
に床の間に飾られてあればよい。しかし真剣勝負には白刃の一閃が必要であ
る。 7本目の日本刀が飾りものでしかなく，いざ鎌倉というときに，真っ赤
に錆びているならば， この「真実丸」は世にどの様に評価されるであろう
か。錆びて抜けなくなった日本刀なら，せいぜい竹刀に毛が生えた程度であ
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るにすぎず，氷の玉散る「真実丸」の刃とは比較のしようもないであろう。
本質的に見て，日本刀と竹刀は異質なものなのである。竹刀では，決して人
を斬ることはできない。
この際，「企業会計原則」についても， 他の一般原則との関係において，
真実性の原則に，再びの光を当て直してみる必要があるのではないだろう
か。
〔閑話休題〕—~さて，ここで再び，監査意見に戻って考えたい。
総合意見と個別意見との関係は，この「企業会計原則」における「真実性
の原則」と他の諸原則との関係に類似する，というよりも，この「企業会計
原則」についての通説的な解釈が監査意見の表明に直接影響を与えていると
考えることに到達する。個別的記載事項が原則を遵守して記載されていれ
ば，総合意見も適正である，というのが，監査意見についての我が国におけ
る通説的な解釈である。このように監査意見における適正性が何らかの価値
概念を予定されることなく使用されていること，すなわち，個別意見の記載
さえ適正であれば， 総合意見の適正表示が直ちに確保できる， 言い換えれ
ば，両者の間に矛盾や乖離が生じないような監査意見においては，個別意見
だけを記載して，総合意見を監査報告書の中から消去してしまっても何の支
障も生じない，という「企業会計原則」における，「真実性原則」論義と同
じような結論に辿り着いてしまう。
ドイツにおいては，ょうやく監査意見に上位原則である「実態に適した写
像」の概念を導入したことは，すでに述べたとおりであるが，その位置づけ
や意義については， 今後重要な議論の対象になるであろう。それにひきか
ぇ，我が国には，すでに，監査意見の上位原則である「適正表示」が存在し
ているにもかかわらず，個別原則としての「規範準拠性」との関係について
は，深い考察がなされておらず，したがって，上位原則についての概念規定
が明確にされていないことを提示して結論としたい。
